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 本研究では，連続する複数日（連続パネル）の交通行動を複数期間（離散パネル）に渡って調査する離

散-連続パネル調査を対象に，非線形に変化する政策反応の検出力最大化問題を定式化し，コスト効率性

の高い調査形態（サンプル数，調査時点数，1時点当たりの調査日数）を明らかにする手法を提案する．

提案手法を用いて数値解析を行った結果，検出力の最大化の観点からは，非線形性の髙い変化が存在する

状況下においては，調査時点数や１時点あたりの調査日数を増やした調査形態が望ましいことが示唆され

た．  
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1. はじめに 
 
交通行動の観測は，交通需要予測のみならず，交通施

策評価や外的条件の変化に伴う交通行動の変化を捉える

上で不可欠である．なかでもパーソントリップ調査をは

じめとするアンケート調査に基づく交通行動の観測は，

人の動きを捉える最も基礎的な調査の1つであり，都市
計画・交通計画の重要な基礎情報の1つとなっている．
一方，社会活動のグローバル化に伴う交通行動の変化，

人口減少に伴う交通需要量の増加から減少への転換，調

査費用の削減・調査規模の縮小の潮流など，交通行動の

観測方法を見直す必要性が高まっている．具体的には，   
1) ETカードや公共交通カードの履歴データの利活用す
る方法の検討や，調査精度を確保しつつ調査費用を

削減する方法の検討など，コストエフェクティブに

交通行動を観測する方法の確立 
2) 変曲点が存在する状況下での需要予測手法や，それ
に伴う政策効果の変化の計測方法の確立  

が急務の課題と考えられる．このような状況下において

は，ある時間断面における交通行動データを膨大に入手

する調査形態から，比較的小数のサンプルであっても変

化の情報を豊富に含むパネル調査への切り替えが有用な

方法の1つと考えられる． 
そこで本研究では，コスト効率性に配慮しつつ，政策

への反応が時間軸上に変化する状況下において政策効果

を効率的に検出するための交通行動調査の設計手法を提

案する．具体的には，連続する複数日（連続パネル）の

交通行動を複数期間（離散パネル）に渡って調査する離

散-連続パネル調査を対象に，予算制約下において統計
的検定における検出力を最大化する最適化問題を定式化

し，コスト効率性の高い調査形態（サンプル数，調査時

点数，1時点当たりの調査日数）を明らかにする． 
以下，第2章では既往研究のレビューを整理し，本研
究の位置付けを明確にする．第3章では，変曲点を含む
離散-連続パネル調査の最適化問題を定式化する．第4章
では，簡単な数値解析を行い，変化の非線形性と最適な

調査形態の関係を明らかにする．第5章では，本研究の
成果及び今後の課題をまとめる． 
 
 

2. 既往研究のレビュー 
 
(1) 交通分野における既存調査設計手法 

統計的検出力に基づく調査設計方法は，伝統的な調査設

計方法の1つであり（例えばHansen et al., 1953; 永田, 2003; 
土屋, 2009），基本的には推定量の分散の最小化に基づ
く調査設計と同義である．また，推定誤差の最小化に基

づく調査設計は，ゾーンの特性別の交通をある一定の精

度を確保できるように標本率を設定する国土交通省の指
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針（交通工学ハンドブック, 2008）と同様の考え方に基
づくものであり，これまでの交通行動調査においては，

ゾーン単位のデータ精度を出来るだけ高めるように工夫

されてきたといる．一方，分析手法の発展やハードから

ソフトへの政策メニューの変更などに伴い，交通行動デ

ータに要求される性能は変化しつつある．具体的には，

1) 個人の政策反応を見るなど，ゾーン単位より細やかな
スケールの分析に耐えるデータへの要請が大きくなって

いること，2)  断面データ内の変動情報に基づく予測・
評価から，時系列変化に基づく予測・評価へのシフトの

重要性が認識されてきていること，3) 需要が増加から減
少に移り変わりつつある状況下においては，ある一断面

の情報を密に入手するというよりはむしろ，時間軸上の

変化を捉えることのできるデータが必要となっているこ

と，などが挙げられる．以上のような要求は，断面調査

から縦断調査への転換の必要性を示唆しているものの，

例えば調査間隔や調査期間など，時空間上の交通行動を

捉える調査形態は複数存在し，どのような調査形態が上

述の要求によりよく応えることができるかについては十

分に明らかにされていないのが現状である．Pas (1986) 
の連続パネル調査の設計方法，北村ら (2001) やKitamura 
et al. (2003) による離散パネル調査の設計方法など，これ
までにも幾つかの縦断調査設計手法が提案されているも

のの， 交通分野において，連続パネル調査と離散パネ
ル調査の比較を行った研究や，離散-連続パネル調査の
検出力やコスト効率性に着目した研究は，筆者の知る限

り存在しない．  
 

(2) パネル調査設計手法に関するレビュー 
交通分野におけるパネル調査設計に関する議論は限ら

れたものであるが、他分野では，教育効果や心理実験効

果を統計的に検定する必要が高まってきた背景もあり，

パネル調査の設計方法が1950年代より継続的に議論され
ている． パネル調査設計に関連する初期の研究として，
Hansen et al. (1953) の研究がある．Hansenらの研究は，集
落抽出法 (Cluster sampling) を採用した際における推定誤
差の最小化問題を考えるものである．集落抽出法は，類

似した（相関の高い）情報を持つサンプルを複数抽出す

るため，検出力向上の観点から情報損失が多いと考えら

れているが（山形, 1983; 土屋, 2009 [p147]），同一集落よ
り複数のサンプルを抽出することによるコスト削減を考

慮した場合，ある条件下では，集落抽出法の方が優れて

いることをHansenらの研究は示唆している．この性質を
連続パネル調査の設計に応用したのがPas (1986) の研究
であり（この場合，“集落”=“個人”，“サンプル”=“個人の
1日の行動”），トリップ発生モデル作成の文脈において
は，複数日の交通行動データの方が，一日の交通行動デ

ータと同一コストで推定誤差の低いモデルを構築できる

ことを実証的に示している．なお，以上の集落抽出法に

コストの概念を加えた研究は，マルチレベル分析の文脈

において再整理され， 1990年代以降，数多くの発展研
究が蓄積されてきている（Snijders and Bosker, 1993; 
Raudenbush and Liu, 1997; Snijders, 2005; Moerbeek, 
2006; Moerbeek et al., 2010）． 
以上の研究は，変動を正確に捉えることを主たる目的

としており，変化の存在を前提とした調査設計ではない．

変化を前提とした調査設計手法の初期の研究として，

Schlesselman (1973) の研究がある．Schlesselmanは，時間軸
上の変化を観測することを目的とした縦断調査を行う場

合，時間依存変数の推定量の分散最小化の観点からは，

観測間隔を増加させるよりも観測期間を増加させる方が

効率的であることを示している．Raudenbush and Liu 
(2001)は，Schlesselmanの方法を非線形の時間依存変数を
導入することにより一般化している．Winkens et al. (2005)
は，様々な共分散構造下におけるパネル調査の間隔と推

定量の分散との関係を明らかにすることによりパネル調

査間隔について考察を加えている．結果，等間隔に実施

するパネル調査は効率の低い調査形態となっている可能

性があることを指摘している．Heo et al. (2009)は，施策
介入効果が時間軸上に変化しうる状況下におけるサンプ

ルサイズの決定方法について言及している． 
 

(3) 本研究の位置付け 
本研究では，以上にみた他分野での研究蓄積を活用し，

複数の交通行動パネル調査の最適設計手法を提案する．

具体的には，Pas (1986)が提案している連続パネル調査設
計手法と，Raundenbush and Liu (2001)が提案している変曲
点を含む離散パネル調査設計手法を融合した離散-連続
パネル調査設計手法を提案する．提案手法は，非線形な

時間変化を含む3水準のマルチレベルモデルの政策変数
への感度を表すパラメータ推定量の分散最小化問題とし

て定式化される（Spybbrook et al., 2011）． 
 
 

3.  離散-連続パネル調査の最適設計手法 
 

(1) 基本的な考え方 
本研究では，交通需要や政策の感度は，図1に示すよ
うに，変曲点を含みながら時間軸上に変化するものと考

え，予算制約下において，政策感度の変化を出来る限り

精度良く捉える最適化問題を定式化する．調査設計の決

定変数として，総被験者数�，調査時点数T（T= (F×G) + 
1；F：調査間隔；G：総調査期間），一時点当たりの調
査日数Dを設定する．例えば第４回東京都市圏パーソン
トリップ調査の場合{�, T, D}  = {883044, 1, 1}，ドイツで行
われた6週間の連続パネル調査であるMobidrive調査
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(Schlich and Axhausen, 2003)の場合{�, T, D}  = {361, 1, 42}，同
じくドイツの1994年より1週間の交通行動調査を毎年行
っているGerman Mobility Panel調査 (Zumkeller, 2009)の場合
{�, T, D}  = {1800, 17, 7}といった調査設計となっている．
以下では，総被験者数�，調査時点数T，1時点当たりの
調査日数Dの最適化問題を，時間軸上に非線形に変化す
る政策反応の検出力最大化問題として定式化する． 
 

 
図1. 離散-連続パネル調査設計の概念図 

 
(2) 前提条件 
本分析で置く主な仮定は以下の通りである． 

(i) 従属変数は連続量であり，政策介入は無作為に抽

出された半数の人々に行われるものとする． 
(ii) データは，個人レベルで無作為に抽出された完全

データとする． 
(iii) パネル消耗，回答疲れの影響等のパネル特有の問

題は生じないものとする． 
(iv) パネル調査を実施する時点は等間隔に並んでいる

ものとする． 
(v) 階層的に変量効果を導入した共分散構造を仮定す

る（自己相関はないものとする）． 
もちろん，以上の仮定の緩和については，例えば

Hedeker et al. (1999) やGalbraith et al. (2002)，Muthen and Curran 
(1997)などの研究において行われているが，本研究では
以上の仮定のもと議論を単純化し，変曲点を含むパネル

調査設計の基本的特性を明らかにする． 
 

 (3) モデル式 
以下の3水準のランダム変数を持つマルチレベルモデ
ルを考える． 

 tdi
P

p
ptpditdi ecY +=∑−

=

1

0
α  (1) 

 pdipdpdi u+= βα  (2) 

 piipppd vW ++= 10 γγβ  (3) 

ここで，Ytdiは，調査時点 t（∈{1, 2,..., T}）の d日目
（∈{1, 2,..., D}）に観測した個人 i（∈{1, 2,..., �}）
の従属変数である．etdi，utdi及び vtdiは，平均 0，分散 σ2，
τα，τβの正規分布に従うランダム変数であり，それぞれ
繰り返し観測に伴う誤差，個人内変動，個人間変動を表

す非観測成分である．また，Wiは政策介入を表す観測
変数であり，以降の計算を簡略化するため，政策介入が

ある場合 1/2，ない場合-1/2 となるダミー変数とする．
また，γp0は p次の変化の定数項を表すパラメータであ
り，γp1は政策介入の影響を表すパラメータである．cpt
は p次の変化を表現する係数であり，以下の計算を用意
にするため，中心化し直交性を確保した cptを導入する．
具体的には，3次までの係数は以下のように定義される． 
・0次の項（変化なし） 
 10 =tc  (4) 

・1次の項（線形トレンド） 
 ∑ =

−=
T

tt Tttc
11 /  (5) 

・2次の項（変化の速度） 

 ( )∑ =
−=

T

ttt Ttcc
1

22
12 /

2
1  (6) 

・3次の項（変化の加速度） 

 



 −= ∑
∑

=

=

tT

t

T

t
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t

t
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1
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1
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3
13 6

1  (7) 

本研究では、1次から3次までの変化に対する最適調査
設計結果を比較し，変化の複雑さが増すに従って最適な

離散-連続パネル調査がどのように変化するかを明らか
にする． 
 

(3) 政策介入効果の検定 
本研究では，政策介入の影響を表すパラメータγp1の
検出力を最大化する．具体的には，帰無仮説：γp1＝0，
対立仮説：γp1≠0とした場合の検出力を計算し，検出力
を最大化する調査設計問題を定式化する．γp1の推定量
の分散は以下ように計算できる（Spybbrook et al., 2011）． 

 ( ) ( )[ ]
�

D/VˆVar ppp
p

++
=

αβ ττ
γ

4
1  (8) 

 )!(
)!1(22

1
2

2

pTK
pTF

c
V

p

p

T
t pt

p
+

−−
==∑ =

σσ  (9) 

Kpは，p=0のとき1，p=1のとき1/12，p=2のとき1/720と

政
策
へ

の
感
度

時間

観
測

観
測

観
測

非
観
測

非
観
測

非
観
測

Dd=1 Dd=1 Dd=1

t=1 t=2 t=3

被
験
者

i{1
, 2

,…
,�}

D=2
・・・

T

被
験
者

i{1
, 2

,…
,�}

被
験
者

i{1
, 2

,…
,�}
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なる定数である．ここで，検出力P1-βは，対立仮説が成
り立っている下で帰無仮説を棄却しない確率であるので，

非心F分布を用いて以下のように定義できる．  
 ( ){ }λβ ;2101 −≥=

−
�,FFPrP  (10) 

ここで，λは非心パラメータと呼ばれるパラメータであ

り，以下の式により計算できる． 

 ( )
( )[ ]D/V
�

ˆVar

ppp

p

p

p

++
=

=

αβ ττ
γ

γ
γλ

4

2
1

2
1

2
1

 (11) 

非心F分布の定義より，非心パラメータλが大きいほど
検定力は大きくなる．このことより，総被験者数が多い

ほど，1時点当たりの調査日数が多いほど，調査時点数
が多いほど，検出力が高くなることが確認できる． 
  

(4) 標準化有効サイズ 
式(10)に基づきパネル調査の設計を実行するためには，

γp1の値を事前に与える必要がある．一方でγp1のサイズ
はYtdiの測定スケールに依存するため，以下に示すよう
に1標準偏差当たりの政策効果に標準化し，標準化有効
サイズのもとで調査表を設計できるようにする． 

 
pp

p
p

αβ ττ
γδ
+

= 1  (12) 

 
(5) 調査コスト関数の導入 
本研究では，以下に示す調査コスト関数を設定する． 
 T�CD�C�CCC TD� +++= 0  (13) 

ここで，Cは総調査費用，C0は固定調査費用，C�は被
験者数の増加に伴う費用（リクルーティング費用など），

CDは被験者の総回答日数の増加に伴う費用（調査回答
にかかる費用など），CTは調査時点数の増加に伴う費用
を表す．実際の調査のコスト関数は，より複雑な形態を

とるものと考えられるが，本研究では上記の簡便な費用

構造のもとで最適な調査設計を導出する．今後，メタ分

析などを通して，コスト関数の構造を明確にする必要が

ある． 
 

(6) 最適化問題の定式化 
以上の定式化をもとに，検出力P1-βの最大化問題を以
下のように設定する． 
 ( )D,T,�PMax β−1  (14) 

 
TD�C�CCC
D,T,�,CB.t.s

D� ++=
>>>≥

0

000  (15) 

ここで，Bは調査に利用できる総予算である．上の最
適化問題の解が，予算制約下での検出力の最大化の側面

から見た最適な離散-連続パネル調査形態となる．  
 
 

4. 数値解析 

 
本章では，上で定式化した最適化問題の数値計算を，

以下の手順に従って実施する．  
1) 総調査期間Gまたは調査間隔Fを定める． 
2) τα，τβ，σ，及びγp1を定める． 
3) C0, C�, CD, CT, Bを定める． 
4) 式(14)～(15)の最大化問題を解き，最適な被験者数�，
調査時点数T，1時点当たり調査日数Dを求める．  
以下では，総調査期間5年，表1のパラメータ設定のも
とで行った数値解析結果について考察する． 
表2に数値解析結果を示す．結果より，p=1の線形トレ
ンド型の変化を対象とした最適化計算を行った場合，2
時点が最適な時点数として抽出されたのに対し，変化の

次元が増加するに従って，調査時点数は大幅に増加して

いることが分かる．これは，トレンド型の変化を前提と

する場合，調査期間の最初と最後の2時点において調査
すれば十分である一方，変曲点を含む複雑な変化を前提

とする場合，調査間隔を短くし，時間軸上の行動変化を

観測することに予算を割り当てた方が効率的であること

を示唆している．同様に，変化の複雑さが増すにつれて，

1時点当たりの調査日数を増やした方が望ましい調査形
態であることが示された．具体的には，本数値解析のパ

ラメータ設定の下では，p=1のとき約1週間の調査が最適
であったのが，p=3のとき約3週間の調査が最適であるこ
とが明らかとなった．また，以上にみた調査時点数や1 
 

表1. 数値解析のパラメータ設定 

モデル内パラメータの設定 

繰り返し観測に伴う誤差 σ2 20 
個人内変動 τα 5 
個人間変動 τβ 5 
標準化有効サイズ δp 0.2 
費用パラメータの設定 

総予算 B ¥1,000,000  
被験者数の増加に伴う費用 C� ¥1,000  
回答日数の増加に伴う費用（円） CD ¥250  
時点数の増加に伴う費用（円） CT ¥250  
固定調査費用（円） C0 ¥0  
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時点当たりの調査日数の増加に伴い，被験者数は約1/3
まで減少することが明らかとなった．最適調査設計時の

検出力については，変化の複雑さが増すにつれて減少す

ることが示された． 
数値解析の結果をまとめると，検出力の最大化の観点

からは，変化の複雑さが増すにつれて，調査時点数や１

時点あたりの調査日数を増やすことが重要であることが

確認された． 
 

表2. 数値計算の結果 

    1次の 

変化 
2次の 

変化 
3次の 

変化 
 

  （p=1） （p=2） （p=3） 
被験者数 � 317.51  230.60  103.13  

調査時点数 T 2.00  3.91  12.71  

1時点当たりの調査日数 D 6.60  9.44  22.08  

最適調査設計時の検出力 P1-β -0.41  -0.30  -0.16  

 
 

5. おわりに 
 
本研究では，連続する複数日（連続パネル）の交通行

動を複数期間（離散パネル）に渡って調査する離散-連
続パネル調査を対象に，予算制約下において統計的検定

における検出力を最大化する最適化問題を定式化し，コ

スト効率性の高い調査形態（サンプル数，調査時点数，

1時点当たりの調査日数）を明らかにする方法を提案し
た．また，数値解析を行い，対象とする変化の複雑さと

最適調査設計との関係を明らかにした．具体的には，検

出力の最大化の観点からは，変化の複雑さが増すにつれ

て，被験者数を増加するよりもむしろ，調査時点数や１

時点あたりの調査日数を増やすことが重要であることが

分かった． 
本稿では，極めて限られた数値解析例を示すにとどま

った．今後，本研究で定式化した最適調査設計手法の特

性を詳細に把握する必要がある．特に，調査間隔を極端

に短くした場合，変動と変化の分離不可能性の問題に直

面する可能性が高い．この点について，理論的かつ実質

的な検討を積み重ねていく必要がある．あわせて，実際

のデータを用いて現実的な最適調査設計を検討していく

予定である． 
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